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患者調査について
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患 者 調 査 の 概 要

目 的 病院及び診療所（以下、「医療施設」という。）を利用する患者について、その傷病状況
の実態を明らかにし、医療行政の基礎資料を得ること

調査客体 全国の医療施設（層化無作為抽出した医療施設（約14,000施設））を利用する患者

周 期 ３年に１回

調査時期 ・ 入院及び外来患者については、10月中旬の３日間のうち、医療施設ごとに定める１日
・ 退院患者については、９月１日～30日までの１か月間

調査票の種類 ・ 病院 ４種類 … 病院入院（奇数）票、病院外来（奇数）票、病院（偶数）票、病院退院票

・ 一般診療所 ２種類 … 一般診療所票、一般診療所退院票

・ 歯科診療所 １種類 … 歯科診療所票

調査事項 性別、出生年月日、患者の住所、入院・外来の種別、主傷病等

調査方法 医療施設の管理者が記入する方式

調査系統

患者調査から得られる主な数値
・ 推計患者数 調査日当日に、病院、一般診療所、歯科診療所で受療した患者の推計数
・ 受療率 推計患者数を人口10万対であらわした数
・ 総患者数 調査日現在において、継続的に医療を受けている者（調査日には医療施設を受療

していない者を含む。）の数を推計した数

厚生労働省 保健所 医療施設
保健所設置市・特別区

都道府県
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レセプト情報・特定健診等情報

データベース（NDB）について
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レセプト情報・特定健診等情報データベース（ＮＤＢ）
の概要

全国医療費適正化計画及び都道府県医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資するため

［高齢者の医療の確保に関する法律 第16条］

利用目的

厚生労働大臣

（注）外部事業者に維持管理を委託

保有主体

・レセプトデータ 約80億5,200万件［平成21年4月～平成26年5月診療分］
※平成26年8月時点

・特定健診・保健指導データ 約1億2,000万件［平成20年度～平成24年度実施分］

（注１）レセプトデータについては、電子化されたデータのみを収載
（注２）特定健診等データについては、全データを収載
（注３）個人を特定できる情報については、固有の暗号に置換することで、個人の診療履歴の追跡可能性等を維持しつつ、匿名化

収載データ
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→高齢者の医療の確保に関する法律・成立 （平成２０年４月施行）
→医療費適正化計画の作成、実施及び評価に資するため、厚生労働省が行う調査及び
分析等に用いるデータベースの構築へ ※保険者は、厚生労働省に対し、必要な情報を提供

○平成１９年７月～平成２０年２月
→収集するデータの範囲、データの利活用の方法等について検討し報告書としてとりまとめる

（情報提供の基本的枠組み）

○平成２５年４月～
→２年間の試行期間における課題について対応
・レセプト情報等の提供に関するガイドラインの見直し
・機器更改及び機能強化 等

レセプト情報・特定健診等情報データベースの構築及び第三者提供の経緯

１．平成１８年医療制度改革

２．「医療サービスの質の向上等のためのレセプト情報等の活用に関する検討会」

４．２年の試行期間を経て本格運用

○平成２２年１２月 レセプト情報等の利活用に関する指針を告示
○平成２３年 ３月 レセプト情報等の提供に関するガイドラインの制定
○平成２３年１１月 有識者会議においてレセプト情報等の提供に関する個別事案の審査

３．レセプト情報等の提供に関する有識者会議における審査開始

５．ＮＤＢデータの民間利用

○平成２５年６月 日本再興戦略等が民間活用促進を提言
○平成２６年３月 レセプト情報・特定健診等情報データの利活用の促進に係る中間取りまとめを公表
○平成２６年６月 レセプト情報等の提供に関するワーキンググループ設置
・民間提供への集計表や利用者の範囲等を検討し平成２７年３月末までに取りまとめる

○平成２６年７月 民間利用のための模擬申出の審査 6



レセプト情報・特定健診等情報データベースの利用概念図

高齢者医療確保法に基づく利用 左記の本来目的以外の利用

医療費適正化計画の作成等
のための調査及び分析等

医療サービスの質の向上等

を目指した正確な根拠に基
づく施策の推進

○医療サービスの質の向上等を
目指した正確な根拠に基づく施
策の推進に有益な分析・研究

○学術研究の発展に資する目的
で行う分析・研究

（例）

○ 地域における医療機関へ
の受療動向等の把握 等

厚生労働省保険局総務課
医療費適正化対策推進室

厚生労働省内の他部局、他課室
関係省庁・自治体

都道府県
研究開発独法、大学、保険者中央団体、
公益法人、国から研究費用を補助されて

いる者（民間企業も含む） 等

有識者会議における審査

国による分析等

※データ利用の目的や必要性等について審査
※データ利用の目的として「公益性の確保」が必要

データ提供の可否の決定
データ提供の
可否について
助言

結果の公表

国が公表する結果
のほか、都道府県
が、国に対し、医療
費適正化計画の評
価等に必要な情報
の提供を要請

都道府県による
分析等

（例）

○ 特定健診・保健
指導の効果検証
等
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レセプト情報・特定健診等情報（レセプト情報等）の収集経路
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レセプト情報・特定健診等情報データベースのデータ件数
（平成26年8月現在）

●レセプト（21年4月～26年5月診療分）
格納件数 約８０億５，２００万件

（内訳）

●特定健診・特定保健指導（20年度～24年度分）
格納件数 約１億２，０００万件

（内訳）

21年度 約１２億１，７００万件
22年度 約１５億１，１００万件
23年度 約１６億１，９００万件
24年度 約１６億８，１００万件
25年度 約１７億２，８００万件
26年度 約 ２億９，６００万件

特定健診 約１億１，０００万件
・20年度 約２,０００万件
・21年度 約２,２００万件
・22年度 約２,３００万件
・23年度 約２,４００万件
・24年度 約２,５００万件

特定保健指導 約３１５万件
・20年度 約３９万件
・21年度 約５８万件
・22年度 約６１万件
・23年度 約７２万件
・24年度 約８４万件
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レセプトデータについて

○ 保険診療を行った医療機関は、診療報酬点数表に基づいて計算した診療報酬（医療
費）を毎月の月末に患者一人一人について集計した上で、患者一人につき、外来と入院
を別々にした明細書を作成し、審査支払機関を経由して保険者へ診療報酬を請求する。
この請求書類をレセプト（診療報酬請求書・診療報酬明細書）という。

被保険者（患者）

保険医療機関等
（病院、診療所、調剤薬局等） 医療保険者

審査支払機関
（社会保険診療報酬支払基金
国民健康保険団体連合会）

①保険料（掛金）の
支払い②診療サービス

（療養の給付）
③一部負担金
の支払い

④診療報酬の請求

（レセプト）⑦診療報酬の
支払い

⑤審査済の請求書送付

（レセプト）

⑥請求金額の
支払い

保険医

※ 診療報酬明細書であるため、検査結果や重
症度といった、患者の状態に関する診療情報は
基本的に含まれていない。

国
（レセプト情報・特定健診等

情報データベース）

（レセプト）

保険診療の概念図

○診療開始日、診療実日数

○医療機関コード

○初診・再診、時間外等

○医学管理（医師の指導料等）

○疾病名 ○投薬

○注射 ○処置

○手術 ○検査

○画像診断

○請求点数（１点につき10円）

など

レセプト（診療報酬明細書）
の主な記載項目
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医療機関情報
レコード

保険者レコード

傷病名レコード

診療行為
レコード

医薬品レコード

注）上記は、紙レセプトと
各レコードの関係をイメー
ジするために図示したもの
であり、細部は正確ではな
い。

レセプト共通
レコード

患者名「サンプル
７９」の紙レセプト
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レセプトの記載内容

○傷病名
○診療開始日、診療実日数
○医療機関コード
○初診・再診、時間外等
○医学管理（医師の指導料等）
○投薬
○注射
○処置
○手術
○検査
○画像診断
○請求点数（１点につき10円） など

レセプトデータのうち、以下の項目は、同一人を特定する方策を講じた上で、匿名化
のため削除されてデータベースに収集される。

○患者の氏名 ○生年月日の「日」 ○保険医療機関の所在地及び名称 ○カルテ番
号等 ○国民健康保険一部負担金減額、免除、徴収猶予証明書の証明書番号 ○被
保険者証（手帳）等の記号・番号 ○公費受給者番号

レセプトの主な記載項目

（注１） 診療報酬明細書としての性
格から、医療機関の経営状況等
の情報は記載されていない。

（注２） 請求点数については、審査
支払機関の査定後の点数が保
存される。査定の有無はデータ
として保存されない。
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特定健診・特定保健指導データについて

特定健診、特定保健指導は、データベース上に別々のファイルで保管。主な記録され
ている項目は以下のとおり。

○受診情報（実施日等）
○保険者番号
○特定健診機関情報（機関番号のみ）
○受診者情報の一部（男女区分、郵便番号）
○健診結果・問診結果
○保健指導レベル
○支援形態
○特定保健指導のポイント数 など

以下の項目は、同一人を特定する方策を講じた上で、匿名化のため削除されて、デー
タベースに収集される。

○特定健診・保健指導機関の郵便番号、所在地、名称、電話番号 ○医師の氏名 ○
被保険者証の記号及び番号 ○受診者の氏名 ○受診券有効期限
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がん登録について
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がん登録はなぜ必要か？
がんの罹患率、生存率、早期発見率などを解析し、国民や患者に対して、データに基
づく適切ながん対策を提供し、がん医療の質の向上のために不可欠である。

地域がん登録

受
診

がん登録

国

都道府県

医療機関

院内がん登録

国民

＜国や都道府県にとって＞

正確かつ最新のデータを入手し、データに基づくがん予防や
がん検診等のがん対策を実施することが可能となる。
・がん患者数の推移
・地域格差の把握
・予防・検診・治療による介入の効果や分析
・重点的に取り組むべき課題の抽出

＜患者や国民にとって＞

がんを正しく理解し、がんの普及啓発につながる。

がん研究の推進やがん診療の実態把握などにより、がんの
予防や医療の質の向上にもつながることが期待される。

医療機関毎の診療件数等の把握が可能となる。

（将来的には）患者が自分と同じような患者の治療法や
転帰に関する情報を得ることが可能となる。

＜医療従事者・研究者にとって＞

実績等を把握することにより、他の医療機関との比較が
可能になる。

がんリスク解明、がん予防などの研究が推進される。 15



がん登録の種類と目的

がん診療連携拠
点病院

がんの診断・治療

⇒院内がん登録

受
診 報告

住民基本台帳等

地域がん登録に登録

予後調査（生死確認）

○○県地域がん登録

遡り調査※２

その他の医療機
関

受
診

遡り調査

国立がん研究センター

匿名化されたデータを情報提供匿名化されたデータを提出

地域がん登録 ：地域のがんの罹患や生存率等を計測し、地域のがん対策の基礎となる
データを得る

院内がん登録 ：各医療機関におけるがんの診断、治療、予後に関する情報を登録すること
により、各機関のがん診療の質の向上を図る
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地域がん登録でわかることの例

4
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例１）部位別の５年生存率（％）

例２）大阪府地域別早期診断割合（全がん、男性）（右図）
大阪府内でも差があり、どの地域でがん検診を含むがん対策を積極的

に推進するべきかわかる。
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がん登録推進法の概要 １

○「全国がん登録」：国が国内におけるがんの罹患、診療、転帰等に関する情報を
データベースに記録し、保存すること
○「院内がん登録」：病院において、がん医療の状況を適確に把握するため、当該
病院において行われたがんの罹患、診療、転帰等に関する詳細な情報を記録し、保
存すること

１ 全国がん登録：広範な情報収集により、罹患等の状況をできる

限り正確に把握する

２ 院内がん登録：全国がん登録を通じて必要な情報を確実に得

させ、普及・充実を図る

３ がん対策の充実のため、がんの診療に関する詳細な情報の収集

を図る

４ 民間を含めがんに係る調査研究に活用、その成果を国民に還元

５ がん登録等に係る個人に関する情報を厳格に保護

基本理念
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がん登録推進法の概要 ２
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全国がん登録等の事務に従事する人材確保等のための必要な研修等

○国・都道府県等
⇒がん対策の充実、医療機関への情報提供、統計等の公表、
患者等への相談支援

○医療機関
⇒患者等に対する適切な情報提供、がん医療の分析・評価等、
がん医療の質の向上

○がん登録等の情報の提供を受けた研究者
⇒がん医療の質の向上等に貢献

がん登録等の情報の活用

国民への情報提供を充実させ、がん医療の質の向上等を図り、
がん対策を科学的知見に基づき実施

院内がん登録の推進、国によるがん治療情報の収集等のための体制整備

院内がん登録等の推進

がん登録推進法の概要 ３

人材の育成
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年度 平成２５（２０１３）年度 平成２６（２０１４）年度 平成２７（２０１５）年度
平成２８年
度

年 平成２５年（２０１３年） 平成２６年（２０１４年） 平成２７年（２０１５年） 平成２８年（２０１６年）

月 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 1 2 3 4 5 6

平成２５年１２月６日 がん登録等の推進に関する法律成立

H28(2016)1月1日
より法施行予定

政省令の策定等（有識者
会議）

国民・関係者への周知、

実務者、都道府県担当者
への研修

がん登録推進法施行にむけた今後の予定

○平成２５年１２月６日 がん登録等の推進に関する法律が成立。
○今後は、平成２６年は主に政省令の策定等や国立がん研究センター等におけ

る体制整備、平成２７年は主に国民・関係者への周知、 がん登録実務者、都道
府県担当者への研修等に力を入れていく。

今後のスケジュール

体制整備等（国立がん研究センター等）
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